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震災前後の山古志地区の営農の状況と仮設住宅での農作業の実態

Ⅰ．はじめに

１．背景と目的

2007年12月、山古志地区の住民が足かけ３年間暮ら

した仮設住宅が閉じられた。全村避難を経て、ようや

く集落に住民が戻り、生まれ育った場所で、それぞれ

の生活を再びはじめたところである。震災復旧事業に

より生活インフラは整備されたが、震災以前のひとび

との生活の営みは、簡単に回復できるものではない。

さらに、震災による環境の変化、住民の高齢化や人口

減少などの現象は、暮らしの基盤となる、農に関する

営みの姿にも影響を与えている。

中越地震は、山古志地区に甚大な被害をもたらし、

大規模な地滑りや、斜面崩落を数多く引き起こした。

地面や地盤の崩壊は、集落の空間自体を大きく変容さ

せ、住宅とともに、棚田などの農地にも被害の爪痕を

残した。震災復旧事業により、農地も原状回復が目指

されたが、水脈の変化や、崩落による地盤の消失により、

回復不能となった農地も多い。さらに、震災後は集落

移転により農地との距離が遠くなってしまったケース

もある。一方、震災によって全村避難を余儀なくされた、

山古志地区の住民は、仮設住宅においても農に関する

営みを忘れずに続けていた。山から一時的に降りてき

た人たちが、仮設暮らしという状況の下、農作業に関

わりながら苦しい状況を乗り切ったのである。

本研究では、以上の背景を受け、まず震災前後の営

農に関する実態把握により、震災が山古志の農業に与

えた影響を明らかにすることを目的とする。さらに、

仮設住宅における農作業の実態把握と、農に関する営

みが仮設住宅での暮らしにどのような影響を与えたの

かについても明らかにする。最後に、以上の結果を踏

まえて、今後の山古志地区における営農のありかたの

一端を考察してみたい。

２．調査概要

本調査の概要は、以下のとおりである。【表1】アンケー

トの配布と回収は、長岡市山古志支所の多大なる協力

のもとに行った。また、山古志地区外へ転出した人に

ついては、郵送配布郵送回収を行った。

調査項目は、各プロジェクトチームが作成しており、

本報告では、営農と仮設住宅での農作業関連の質問項

目の集計結果をもとに分析をおこなっている。

 2008 3 17 4 3

457 195 42.7
225 60 27.3

PROJECT 2



188

東洋大学／福祉社会開発研究　2号（2009年3月）

189

Ⅱ．調査対象の概要

本章では、調査対象となった世帯の状況と、震災に

よる被害状況、仮設住宅での暮らしの実態についての

調査結果をまとめる。

世帯の状況では、産業や農業の継続に大きく影響す

ると考えられる、世帯構成、世帯人数や65歳以上の高

齢者のみの世帯に関しても着目する。さらに、震災前

後における居住地の移転の状況も明らかにする。山古

志地区では、多くの世帯で住宅被害を被ったが、居住

地が移転した場合には、農業や産業の継続自体が困難

になると予想される。震災被害の状況は、おもに住宅

の被害状況と、農地の被害状況をまとめる。

最後に、仮設住宅の利用の有無と利用期間を中心に

明らかにする。山古志地区は全村避難を敢行したが、

帰村時期は集落ごとの被害状況などにより異なり、ま

た、仮設住宅を利用せずに親戚のもとに身を寄せた世

帯もある。次々章で、仮設住宅での農作業の実態を扱

うが、その前提として、仮設住宅の利用状況について

簡単に触れる。

１．調査対象の世帯の状況

１）世帯の構成

調査結果を、国民生活基礎調査の世帯分類に基づき

分類した。さらに、単身世帯、夫婦のみの世帯、その

他の世帯については、すべての世帯構成員が65歳以上

の世帯を高齢者世帯とし、その数と割合を示している。

【表2】

166 65.1%
27 10.6%
47 18.4%
8 3.1%
3 1.2%
4 1.6%

255 100.0%

40 15.7% 32 80.0%
83 32.5% 58 69.9%

42 16.5% - -

12 4.7% - -
43 16.9% - -
25 9.8% 2 8.0%
10 3.9% - -

255 100.0% 92 36.1%

結果をみると単身世帯が全体の15.7％、夫婦のみの世

帯が32.5％と、合わせて48.2％であった。これらのタイ

プの高齢者世帯数をみると、単身世帯が32世帯、夫婦

のみの高齢者世帯が58世帯であり、単身世帯と夫婦の

みの世帯は、世帯人数が少なくまた高齢者の割合も高

いことから、農業の継続等について不安を抱えている

可能性が強い。反対に、３世代以上の世帯も43世帯あり、

このタイプの世帯の平均人員は5.72人で、産業の担い手

として期待できるといえるだろう。

２）居住地の変化

震災前後での居住場所の変化の状況を把握した。震

災前から移住した場合は、移住先ごとの回答数と割合

を示してある。【表3】

表をみると全体の65.1％は震災以前と居住地に変化

がないとしている。震災を機に、居住地に変化あった

場合は、古志地区以外の長岡市内へ移住したケースが

47件といちばん多く、山古志地区内での居住地の変化

があったのは27件であった。また新潟県内への移住や、

県外に移住するケースも少ないながらみられた。

166 65.1%
27 10.6%
47 18.4%
8 3.1%
3 1.2%
4 1.6%

255 100.0%

40 15.7% 32 80.0%
83 32.5% 58 69.9%

42 16.5% - -

12 4.7% - -
43 16.9% - -
25 9.8% 2 8.0%
10 3.9% - -

255 100.0% 92 36.1%

２．震災による被害

１）住宅、その他の施設の被害状況

震災による住宅、納屋、車庫の被害状況をまとめた。

【表4】なお、表内の回答割合は、全回答数255から、不明・

未記入の回答数を除いた数を母数としている。
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住宅の被害状況をみると、回答者のすべてがなんら

かの被害を受けており、全壊との回答が44.2％であり、

大規模半壊の8.4％を加えると、半数の世帯で甚大な被

害を受けたことがわかる。また納屋に関しても、半数

の世帯で甚大な被害となっており、車庫は一部損壊が

32.8％、被害なしとの回答も10.7％であった。

震災後に居住地の変化がなかった世帯と、山古志地

区内での居住地変化があった世帯の合計193世帯につい

て、住宅の改修と新築の状況をまとめた。【表5】住宅

改修が必要のなかったケースは16件のみで、123件で改

修を実施している。また同じ土地に新築したとの回答

も26件あった。公営住宅へ入居したとの回答も５件み

られた。

123 63.7%
16 8.3%
26 13.5%
18 9.3%
5 2.6%
5 2.6%

193 100.0%

143 56.1%(76.5) 92 36.1%(85.2)
41 16.1%(21.9) 14 5.5%(13.0)
3 1.2%(1.6) 2 0.8%(1.9)

68 26.7% 147 57.6%
255 100.0% 255 100.0%

 216 84.7%
11 4.3%

 8 3.1%
 20 7.8%

 255 100.0%

 1 1 2  2 3
 4 36 4 48

4 36 8 52
 5 21 12 40

 0 4 9 15
 0 1 13 15

 0 1 0 1
 1 1 1 3

 0 2 2 4
14 102 49 178

111 44.2% 46 43.8% 43 35.2%
21 8.4% 11 10.5% 9 7.4%
75 29.9% 23 21.9% 17 13.9%
44 17.5% 18 17.1% 40 32.8%
0 0.0% 7 6.7% 13 10.7%

. 4 150 133
 255(251) 255(105) 255(122)

農地と養鯉池の被害状況をまとめた。【表6】農地に

ついては、未記入を除く76.5％が大規模な被害があっ

たとしている。被害がないとの回答は３件であり、ほ

ぼ全ての農地が、なんらかの被害をうけていることが

みてとれる。また養鯉池についても、未記入を除くと

85.2％が大規模な被害にあっていることがわかる。

123 63.7%
16 8.3%
26 13.5%
18 9.3%
5 2.6%
5 2.6%

193 100.0%

143 56.1%(76.5) 92 36.1%(85.2)
41 16.1%(21.9) 14 5.5%(13.0)
3 1.2%(1.6) 2 0.8%(1.9)

68 26.7% 147 57.6%
255 100.0% 255 100.0%

 216 84.7%
11 4.3%

 8 3.1%
 20 7.8%

 255 100.0%

 1 1 2  2 3
 4 36 4 48

4 36 8 52
 5 21 12 40

 0 4 9 15
 0 1 13 15

 0 1 0 1
 1 1 1 3

 0 2 2 4
14 102 49 178

111 44.2% 46 43.8% 43 35.2%
21 8.4% 11 10.5% 9 7.4%
75 29.9% 23 21.9% 17 13.9%
44 17.5% 18 17.1% 40 32.8%
0 0.0% 7 6.7% 13 10.7%

. 4 150 133
 255(251) 255(105) 255(122)

３．仮設住宅での暮らし

仮設住宅の利用の有無と、集落ごとの居住期間をま

とめた。【表7、8】全体の84.7％が仮設住宅を利用した

と回答しており、親族宅で暮らしていたのはわずか11

件であった。また、仮設住宅の居住期間では1 ～ 2年間

が102件と一番多く、次いで2 ～ 3年間という回答が多

かった。１年未満の回答も14件みられた。

集落別にみると、虫亀、種苧原、竹沢の集落は1年未

満のケースも見られるが、大部分が1 ～２年の入居期間

であった。一方、東竹沢は楢木といった集落は２年以

上の入居が半数以上を占めている。

123 63.7%
16 8.3%
26 13.5%
18 9.3%
5 2.6%
5 2.6%

193 100.0%

143 56.1%(76.5) 92 36.1%(85.2)
41 16.1%(21.9) 14 5.5%(13.0)
3 1.2%(1.6) 2 0.8%(1.9)

68 26.7% 147 57.6%
255 100.0% 255 100.0%

 216 84.7%
11 4.3%

 8 3.1%
 20 7.8%

 255 100.0%

 1 1 2  2 3
 4 36 4 48

4 36 8 52
 5 21 12 40

 0 4 9 15
 0 1 13 15

 0 1 0 1
 1 1 1 3

 0 2 2 4
14 102 49 178

111 44.2% 46 43.8% 43 35.2%
21 8.4% 11 10.5% 9 7.4%
75 29.9% 23 21.9% 17 13.9%
44 17.5% 18 17.1% 40 32.8%
0 0.0% 7 6.7% 13 10.7%

. 4 150 133
 255(251) 255(105) 255(122)
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Ⅲ．営農の状況

ここでは、まず、震災以前の営農の状況を把握した後、

現在の実態と比較することで、震災による農を取り巻

く環境の変化が、営農の継続に与えた影響をみていき

たい。同時に、現在の営農に関する課題を整理し、営

農をやめてしまった理由についてもまとめる。本稿で

は、営農を広義の意味で捉えており、自家消費・自給

を目的とする、現金収入のない場合も営農に含めてい

る。なお、営農に関する設問には、未回答や不明な回

答数が多かった。これは、質問項目の設定段階での内

容の吟味不足等の問題と同時に、回答者が今後の営農

継続を決めかねているといった調査時期の問題や、農

業関係のデータを正確に把握していないことが影響し

ているのではないかと考えられる。

１．震災以前の営農の状況

震災以前は、71.0％のひとがなんらかのかたちで営農

に関わっていた。【表9】次に営農の実態として、米と

野菜に関する作付面積をまとめた。【表10】まず、米を

みると全体の平均は35.9アールで、作付面積が20アール

以下の比較的小規模なケースが全体の４割り以上を占

めていた。反対に、101アール以上との回答が10件あり、

農家によっては大規模に営農しているところもみられ

る。野菜の作付面積をみると、全体平均が8.2アールで

あり、米と比較すると１軒あたりの作付面積は小さい。

また、5アール以下のかなり小規模な作付面積が半数以

上であった。

181 71.0%
35 13.7%
39 15.3%

255 100.0%

1 20 58 42.0% 1 5 67 56.8%
21 40 39 28.3% 6 10 32 27.1%
41 60 18 13.0% 11 20 11 9.3%
61 100 13 9.4% 21  8 6.8%
101  10 7.2%    

 138 100%  118 100 %
35.9 8.2

12 30.0% 7 17.5% 21 52.5%
30 36.1% 17 20.5% 36 43.4%

19 45.2% 9 21.4% 14 33.3%

8 66.7% 2 16.7% 2 16.7%
28 65.1% 4 9.3% 11 25.6%
12 48.0% 4 16.0% 9 36.0%
1 10.0% 2 20.0% 7 70.0%

110 43.1% 45 17.6% 100 39.2%

( )
1 20 32 40.0%  22 27.5%
21 40 19 23.8%  43 53.8%
41 60 13 16.3%  15 18.8%
61 100 7 8.8%
101  9 11.3%    

 80 100.0%  80 100.0%
44.0 
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 138 100%  118 100 %
35.9 8.2

12 30.0% 7 17.5% 21 52.5%
30 36.1% 17 20.5% 36 43.4%

19 45.2% 9 21.4% 14 33.3%

8 66.7% 2 16.7% 2 16.7%
28 65.1% 4 9.3% 11 25.6%
12 48.0% 4 16.0% 9 36.0%
1 10.0% 2 20.0% 7 70.0%

110 43.1% 45 17.6% 100 39.2%

( )
1 20 32 40.0%  22 27.5%
21 40 19 23.8%  43 53.8%
41 60 13 16.3%  15 18.8%
61 100 7 8.8%
101  9 11.3%    

 80 100.0%  80 100.0%
44.0 

２．震災後の営農の状況

１）営農の継続について

現在営農している、もしくは今後営農するつもりか

否かについて、世帯構成別にみた結果を示す。【表11】

全体の43.1％が“営農継続する”と回答し、45件（17.6％）

のひとが“営農継続しない”と回答した。世帯ごとに

みると、単身世帯や夫婦のみの世帯が、“営農継続する”

との回答が４割以下なのに対し、三世代世帯以上と夫

婦とひとり親世帯は６割を超えており、世帯の人数が

多いほうが営農を継続する傾向がみられる。また、“営

農継続しない”との回答では夫婦のみの世帯と、夫婦

と未婚の子供のみ世帯が２割以上との結果がみられた。

総じて、世帯の構成によって営農継続に差がみられた。

181 71.0%
35 13.7%
39 15.3%

255 100.0%

1 20 58 42.0% 1 5 67 56.8%
21 40 39 28.3% 6 10 32 27.1%
41 60 18 13.0% 11 20 11 9.3%
61 100 13 9.4% 21  8 6.8%
101  10 7.2%    

 138 100%  118 100 %
35.9 8.2

12 30.0% 7 17.5% 21 52.5%
30 36.1% 17 20.5% 36 43.4%

19 45.2% 9 21.4% 14 33.3%

8 66.7% 2 16.7% 2 16.7%
28 65.1% 4 9.3% 11 25.6%
12 48.0% 4 16.0% 9 36.0%
1 10.0% 2 20.0% 7 70.0%

110 43.1% 45 17.6% 100 39.2%

( )
1 20 32 40.0%  22 27.5%
21 40 19 23.8%  43 53.8%
41 60 13 16.3%  15 18.8%
61 100 7 8.8%
101  9 11.3%    

 80 100.0%  80 100.0%
44.0 

PR
OJ

EC
T 

2



190 191

震災前後の山古志地区の営農の状況と仮設住宅での農作業の実態／内田雄造・古山周太郎・清野隆

２）作付面積とその変化

米と野菜の震災後の作付面積（予定も含む）をまと

めた。また震災以前の作付面積と比較し、面積の増減

についても示している。【表12、13】

まず、米の作付面積別の割合をみると20アール以下

の小規模な形態での営農が32件で、回答者の40.0%を占

めている。また101アール以上の作付面積の農家も9件

みられた。平均は44.0アールであったが、これは震災前

よりも若干ながら増加している。震災以前との作付面

積を比較すると、半数以上が変わらなかった。減らし

た農家は22件だが、その一方で、増やした農家も15件

みられた。

次に、野菜の作付面積別の割合をみると、５アール

以下が回答者の半数以上を占めている。全体の平均は9.2

アールであり、米と同様に1軒あたりの作付面積は増え

ている。野菜についても６割以上が作付面積の変化が

みられないが、増やすとの回答が19件みられた。

181 71.0%
35 13.7%
39 15.3%

255 100.0%

1 20 58 42.0% 1 5 67 56.8%
21 40 39 28.3% 6 10 32 27.1%
41 60 18 13.0% 11 20 11 9.3%
61 100 13 9.4% 21  8 6.8%
101  10 7.2%    

 138 100%  118 100 %
35.9 8.2

12 30.0% 7 17.5% 21 52.5%
30 36.1% 17 20.5% 36 43.4%

19 45.2% 9 21.4% 14 33.3%

8 66.7% 2 16.7% 2 16.7%
28 65.1% 4 9.3% 11 25.6%
12 48.0% 4 16.0% 9 36.0%
1 10.0% 2 20.0% 7 70.0%

110 43.1% 45 17.6% 100 39.2%

( )
1 20 32 40.0%  22 27.5%
21 40 19 23.8%  43 53.8%
41 60 13 16.3%  15 18.8%
61 100 7 8.8%
101  9 11.3%    

 80 100.0%  80 100.0%
44.0  20 44.4% 

 32 71.1% 
 8 17.8% 

 5 11.1% 
 4 8.9% 

 2 4.4% 

 23 51.1% 

 8 17.8% 
 45 100.0% 

1 5  41 52.6%  12 15.4%
6 10  21 26.9%  47 60.3%
11 20  8 10.3%  19 24.4%
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３）営農をやめた理由

営農をやめた理由について複数回答で答えてもらっ

た。【表14】結果をみると、“体力的につらいため”と

の理由が一番にあげられた。高齢になるにつれ農作業

自体の負担感が強まることが、営農をやめる大きな理

由となっている。３番目に多かった理由である“耕す

ひとがいないため”との意見にも、人口減少による耕

作の担い手不足の問題があらわれている。一方、２番

目に多く挙げられた“被災前と田や畑の状況が変わっ

たため”との理由からは、震災によって、農業を取り

巻く物理的な環境が変化した点も営農をやめた大きな

原因となっていることがうかがえる。一方で“耕す意

欲がわかない”や“経済的な問題”などの理由はそれ

ぞれ５件、４件と少なかった。
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４）営農に関する課題（自由意見）

営農に関する課題についての自由意見をまとめた。

【表15】項目としては、“高齢化の問題”、“後継者の不足”、

“農業に関する環境の問題”等の現在の中山間地域が抱

える共通的な課題がみられた。具体的には「高齢のため、

何年できるかわからない」との意見や、「米が安いので

割にあわない」といった現状に問題を感じている。“地

震による耕作環境の変化”といった震災に生じた問題

では、おもに「田が完全に修復できていない」などの
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田畑の形状の変化や、「山から水が出ない」といった農

業用水の不足、さらに居住地変化により、「田が遠くなっ

た」などの具体例が挙げられている。これらの問題は、

前にみた営農をやめた理由と重なっている部分が大き

い。以上の課題に対して、援農の組織化や農業機械の

共同化といった“耕作の共同化”の必要性や、さらな

る行政からの“補助金や援助”などの対策を求めている。

Ⅳ．仮設住宅での菜園・農園利用

１．菜園・農園の概要

１）仮設住宅での暮らしにおける営農

山古志地区のひとたちは営農経験を持つ人が多く、

彼らの生活は農の営みを抜きに語ることができない。

それは、生活の拠点を集落から仮設住宅に移すことを

余儀なくされた状況においても同様であった。

ここでは、仮設住宅での暮らしにおける営農の実態

について整理する。具体的には、菜園・農園の利用の

有無、利用頻度、期間、栽培した品目などの利用の実

態と菜園・農園を利用したきっかけ、理由、利用して

よかった点、不便に感じた点、といった利用者の意識

をまとめる。最後に、菜園・農園の役割についてまと

める。

２）菜園といきがい健康農園について

既に触れたように、多くの住民が仮設住宅で生活す

る期間に、仮設住宅敷地内の空地や近隣に旧山古志村

から提供された、いきがい健康農園で野菜つくりを行っ

ていた。いきがい健康農園は、住民の要請をきっかけ

に村全体の転作補填金で整備したものである。【表16】

【図1】仮設住宅での暮らしが長期化する中で、営農意

欲や体力を維持することを目的に設置された経緯を

もっている。以下、本報告では、仮設住宅敷地内の空

地に発生した農地を菜園、いきがい健康農園を農園と

記している。
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２．菜園・農園の利用実態

１）利用世帯

まず、菜園・農園の利用の有無を世帯ごとにまとめた。

菜園、または農園を利用していた世帯は112世帯、利用

しなかった世帯は143世帯である。【表17】菜園・農園

を利用した世帯は全体の半数以下であった。この結果

を営農経験の有無と比較すると、営農経験を有する世

帯では利用状況はほぼ半数である。営農経験のない世

帯もわずかながら菜園・農園を利用していたことがわ

かる。16
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２）利用した場所

次に、利用した場所についてまとめた。【表18】菜園

を利用した世帯が41世帯、農園を利用した世帯が60世

帯、その他の場所を利用していた世帯が12世帯であっ

た。複数の場所で農業を行っていた世帯も少なくない。

18世帯が“菜園と農園の両方”を利用しており、3世帯

が“菜園とその他”を利用していた。

16
17 5 19

4ha 
333 1 1a

 1 1000
19

(2 )
17 151 240
18 168 287
19

0 1000m500m0 1000m500m

17

91
35.7%

6
2.4%

15
5.9%

112
43.9%

90
35.3%

29
11.4% 

24
9.4%

143
56.1%

181
71.0%

35
13.7%

39
15.3%

255
100.0%

18

 23 20.5%
 42 37.5%

 9 8.0%
 18 16.1%

 3 2.7%
 17 15.2%
 112 100.0%

1
３）菜園・農園の利用期間と作付け面積

利用していた期間は、菜園については、“1 ～ 2年”、“2

～ 3年”利用していた世帯が最も多く、農園については、

“1 ～ 2年”利用していた世帯が最も多い。【表19】“1 ～

2年”との回答が多いことは、仮設住宅への入居期間と

関連しているものと考えられる。

次に世帯ごとの作付面積を整理した。【表20】菜園に

ついては、約半数が10㎡以下であり、平均作付面積（30

世帯）は22.1㎡であった。農園は1区画100㎡であるが、

100㎡未満との回答が21世帯みられる。これは1区画を

いくつかの世帯が共同作業していた結果と考えられる。

1世帯で2、3区画を耕作している場合もみられる。平均

作付面積（42世帯）は106.1㎡と、ほぼ1区画に相当する。
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４）菜園・農園の利用時間・日数

利用頻度については、1日あたりの利用時間と1週間

あたりの利用日数を把握した【表21】。1日あたりの利

用時間は、“2 ～ 3時間”が多い。1週間あたりの利用日

数は、“3，4日”が最も多い。菜園や農園をほぼ毎日（5

日以上）利用していた世帯も29世帯と少なくない。

19

7 13 4 241 15.9% 21.7% 33.3% 21.4%
16 27 3 461 2 36.4% 45.0% 25.0% 41.1%
16 15 1 322 3 36.4% 25.0% 8.3% 28.6%
5 5 4 10

11.3% 8.3% 33.3% 8.9%
44 60 12 118

37.3% 50.8% 10.2% 100.0%

20

1 5 13
29.6% 100 18

23.0%

6 10 10
22.7% 100 199 15

16.1%

11 20 1
2.3% 200 299 4

5.1%

21 4
9.1% 300 5

27.12%
14

31.8%
18

22.0%
44

37.3%
12

10.7%
118

100.0%

21

1  23 20.5%  1 2  15 13.4%
2 3  36 32.1%  3 4  32 28.6%
4 5  11 9.8%  5 6  20 17.8%
5 2 1.8%   9 8.0%

 40 35.7%   36 32.1%
 112 100.0%   112 100.0%

22

100% 2 2 0 2 1
75% 2 13 5 3 0
50% 8 13 1 8 2
25% 6 11 3 4 0
0% 2 0 0 0 0

 3 3 0 1 0
 23 42 9 18 3

23

 94 5 8 9 0
 96 4 2 0 1
 79 4 0 0 1

41 3 3 4 2

５）菜園・農園での野菜作り

菜園や農園では、主に野菜作りが行われており、そ

の品目は多種多彩であった。特になす、きゅうり、ト

マト、ピーマン、などの栽培が多かった。自給度は作

付面積の規模と関連しており、菜園よりも農園を利用

していた世帯で高く、さらに複数の場所を利用してい

た世帯で高くなる傾向にある。【表22】収穫された野菜

は自家消費するだけでなく、互いに交換したり、おす

そ分けすることもあった。
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６）農作業に必要な用具について

農作業の際に必要となる用具の調達方法をまとめた

【表23】。多くの世帯では、個人で必要なものを購入し

ていたことがわかる。共同購入したケースや仮設内外

の知人から借りるケースもみられるが、稀なケースと

いえる。特に、種苗、肥料、農薬については個人購入

の割合が大きい。農機具については購入との回答が少

なく、自宅から持ってきた、との回答がみられた。なお、

種苗（なす、トマト、ピーマン、かぼちゃ）については、

（株）ひらせいより1人につき各品種５ポット、計20ポッ

トの寄付があった。

19

7 13 4 241 15.9% 21.7% 33.3% 21.4%
16 27 3 461 2 36.4% 45.0% 25.0% 41.1%
16 15 1 322 3 36.4% 25.0% 8.3% 28.6%
5 5 4 10

11.3% 8.3% 33.3% 8.9%
44 60 12 118

37.3% 50.8% 10.2% 100.0%

20

1 5 13
29.6% 100 18

23.0%

6 10 10
22.7% 100 199 15

16.1%

11 20 1
2.3% 200 299 4

5.1%

21 4
9.1% 300 5

27.12%
14

31.8%
18

22.0%
44

37.3%
12

10.7%
118

100.0%

21

1  23 20.5%  1 2  15 13.4%
2 3  36 32.1%  3 4  32 28.6%
4 5  11 9.8%  5 6  20 17.8%
5 2 1.8%   9 8.0%

 40 35.7%   36 32.1%
 112 100.0%   112 100.0%

22

100% 2 2 0 2 1
75% 2 13 5 3 0
50% 8 13 1 8 2
25% 6 11 3 4 0
0% 2 0 0 0 0

 3 3 0 1 0
 23 42 9 18 3

23

 94 5 8 9 0
 96 4 2 0 1
 79 4 0 0 1

41 3 3 4 2

３．菜園・農園利用者の意識

１）利用のきっかけ

菜園・農園を利用した世帯は112世帯であり、このう

ち106世帯が利用のきっかけについて回答している。【表

24】最も多い回答は、被災以前には“村では野菜など

は自分で作っていたから”（89世帯）、というものである。

また、“新鮮な野菜を食べたかったから”（67世帯）、“家

計費の節約のため”（39世帯）といった回答もまた、被

災以前の生活や営農経験に基づいているきっかけと考

えられる。一方、“健康維持のため”（64世帯）、“時間

をもてあましていたので”（47世帯）、“友人と交流した

かったから”（36世帯）、といった回答は、長期に渡る

仮設暮らしを耐え抜くために、自らの生活の基本であ

る農業に注目したものといえる。
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２）利用しなかった理由

菜園・農園を利用しなかった理由については、66世

帯の自由回答の内容を整理した。【表25】最も多くみら

れる理由は、“仕事が忙しいなど時間的な理由から”（26

世帯）である。また、“年齢的な理由から”（7世帯）や

“体力・健康的な理由から”（ 4世帯）、“意欲がわかなかっ

た・余裕がなかった”（5世帯）といった回答がみられる。

震災は、少なからずひとびとの営農に対する姿勢や意

欲に影響を与えていたといえる。

３）利用してよかった点

菜園・農園を利用してよかった点について、109世帯

の意見をまとめた。【表26】下表にみられるように、菜園・

農園の利用は、多様な効用をもたらしたといえる。“健

康維持ができた”（79世帯）、“食べ物が自給できた”（75

世帯）、“土に触れられ精神的に安定した”（71）といっ

た回答が多いことから、農園設置は当初の目的を十分

に果たした、といえるだろう。一方、最も多かった回

答は、“隣人との交流ができた”（80世帯）であった。
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４）不便・不都合だった点

菜園・農園を利用して不便・不都合に感じた点をま

とめた。【表27】 “土質が悪い”、“水利が悪い”といった

意見はいずれも過半数を超えている。以上2つの意見は、

菜園・農園を利用しなかった世帯も同様に感じていた

点であった。一方、“面積が狭すぎた”や“時間が足り

なかった”といった、意見もみられるが、これは農業

への積極的な姿勢の現われとして、肯定的に捉えるこ

ともできよう。
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５）菜園・農園の役割

最後に、仮設住宅での暮らしにおける菜園・農園の

役割についての意見をまとめた。【図2】まず、第一に“農

業する喜びを感じた”という意見が最も多くみられる。

山古志地区住民は、農作業をすることで、仮設暮らし

という特異な状況から一時的に開放され、被災以前の

生活を少しでも取り戻したかったのではないだろうか。

“農業をする喜び”は、“つくる喜び”、“食べる喜び”、“見

る喜び”といった多様な価値感に基づいている。菜園・

農園での体験を通して、山古志地区の住民はあらため

て自らの生活における農の営みの重要性を確認したの

ではないだろうか。また、菜園・農園は“コミュニケー

ション・交流の場所だった”との意見が多くみられる。

具体的には、「そこに行けば必ず誰かがいたので楽しみ

になった」、「畑に行けばいろいろな人と話をしてもらっ

たり聞かせてあげたり本当に良い場所･･･畑に行くのが

たのしみで毎日何回も行ってました」、「できたものを

分けたりして楽しかった」といった意見がある。菜園・

農園は、単に作物を生産する場ではなく、コミュニケー

ション・交流の場であり、心の拠り所となっていたの

である。菜園・農園は設置当初の意図を越えた役割を

果たしていたものと考えられる。
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Ⅴ．おわりに

1．震災前後の営農状況

調査結果から、山古志地区では営農活動は減少して

いることがわかった。高齢化や後継者不足などの中山

間地域が抱える共通的な課題と共に、震災による農を

取り巻く環境の変化が営農活動の減少の要因となって

いる。特に、地震による田畑への被害は、営農をやめ

る契機になってしまった。現在、営農を継続している

農家でも、高齢化等の課題を強く感じており、対策を

講じなければいずれ営農をやめてしまう可能性が高い。

一方で、震災後に作付面積を増やす農家もみられ、一

概に営農活動が縮小しているわけではない点も明らか

になった。一軒あたりの作付面積も増加しており、震

災をきっかけに農に関わる営みが変化していることが

うかがえる。今後の方向性として挙げられた、耕作の

共同化を通じた組織づくり、田畑を含めた環境の維持

などが、農業の継続と集落の存続には重要ではあるこ

とを示唆している。

2．仮設住宅での営農の意義

また、仮設暮らしにおける菜園・農園の利用実態から、

山古志地区の住民にとって、農の営みは生活の一部で

あり、決して欠かすことができないことが確認された。

帰村後の営農を想定した農園の設置や、自然発生的な菜

園での野菜作りは、自然な成り行きであったといえる。

菜園・農園で農作業を行うことは、体力や健康を維持

するだけでなく、心の癒しや安定をもたらしており、“い

きがい健康農園”は文字通り、その役割を果たしてきた。

さらに、菜園・農園はコミュニケーションの場となり、

収穫された野菜をきっかけにひとびとが交流を深めて

いたことがわかった。これは、菜園・農園が農という

営みを越えた多様な役割を果たしていたことを示して

いる。このような仮設暮らしでの菜園・農園での体験は、

農の営みや集落での生活のあり方に変化をもたらして

いると思われる。例えば、帰村後に開設された直売所は、

仮設住宅の集会所や農園のように、交流・コミュニケー

ションの場として住民たちが足を運ぶ場となっている。

このように、帰村後の集落には、新しいコミュニティ

のあり方が現われているのではないだろうか。

3．今後の方向性について

山古志地区における農業に関連する問題は、震災復

旧時における限定的な課題ではなく、今後も継続的に

対策を講じなければならない性質のものである。一方、

山古志地区の住民は菜園・農園での体験を通して、互

いにコミュニケーションと交流を深め、震災後の仮設

暮らしという厳しい状況を耐え抜いてきた。その経験

は、耕作の共同化や集落の環境維持といった、新たな

課題に取り組むにあたり、少なからぬ影響をもたらす

だろう。山古志地区の暮らしには、農業の継続や集落

の存続といった課題を前に活路を見出す底力があり、

同じ問題を抱えている中山間地域に希望を与えてくれ

るに違いない。
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